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自己紹介
• 齋藤長行 仙台大学教授

• 元経済協力開発機構(OECD)科学技術産業局(STI)ポリシーアナリスト（2012
～2013）

• OECDインターネットの子どもの保護に関する専門家グループ・メンバー
（2017～）

• 「デジタル環境の子どもに関するOECD勧告」「サービス・プロバイダーに向
けたガイドライン」の策定に関与（2021）

• 年齢に応じた子どもの安全設計（ Age-Appropriate Child Safety by Design ）
• OECDのリスク類型（Revised Typology of Risks）

• 内閣府「令和4年 欧州連合、欧州評議会及び英国における青少年のインター
ネット環境整備に係る取組等の調査」有識者

• こども家庭庁「令和7年度 英国における青少年のインターネット利用環境の
整備に係る取組及び法制度等の調査」有識者（2025）

出典：OECD（2021）
https://www.oecd.org/en/topics/children-in-the-digital-environment.html



結論：

• EUや英国をはじめとする諸外国
• 未成年者保護の重心が、利用者教育だけでなく、事業者に対するリ
スク評価と安全設計の要求へ移行。

• 理由
• 新興のリスクとして、webサービスの設計自体がリスクを増幅させ
る構造となっており、それへの政策対応が必要となっている。

• 日本
• これまでフィルタリングとリテラシー向上を中心に制度を組み立て

てきた。
• 新興のリスクに対しては政策的空白地帯となっており、そのような

リスクへの対応が求められる。



OECDのリスク類型を基にしたEU DSA第28条の未成年者リスク評価
OECDのリスク類型（Revised Typology of Risks）通称５C 

EUデジタルサービス法28条ガイドライン

• 子どものデジタル環境のリスクを体系化
• EUのDSA第28条ガイドラインは、この

5Cに基づき未成年者へのリスク評価を
要求

• 事業者は、設計から生まれるリスク（自
動再生・推薦等）の発生可能性と深刻度
を評価

出典：OECD (2021).Children in the digital environment Revised typology of risks
出典：EU (2025). Guidelines on measures to ensure a high level of privacy, safety and 
security for minors online, pursuant to Article 28(4) of Regulation (EU) 2022/2065

コンテンツ・リスク：デジタル環境で有害・違法・不適切な情報や表現にさらされるリスク
コンダクト・リスク：自身のオンライン上の行動が、他者や自分に被害を生むリスク
コンタクト・リスク：他者との接触や交流を通じて、搾取・誘引を受けるリスク
消費者関連リスク：商業的慣行、広告、課金、詐欺、年齢不適切商品等にさらされるリスク
横断的リスク：他類型を横断して及ぶリスク（プライバシ、先進技術、AI、アルゴリズム）



EU・英国・豪州に共通する子ども保護規制の考え方

• 子どもの保護を、保護者や本人の自己責任ではなく、プラット
フォーム事業者の責任として位置づけている。

• 規制対象は、違法・有害コンテンツの削除にとどまらず、推薦
設計、デフォルトで子どもを守る設定、年齢保証、通報・苦情
処理、透明性確保など、サービス設計全体に及んでいる。

• 事業者には、事前のリスク評価と、その結果に応じた比例的・
合理的措置の実施が求められている。

• さらに、共同規制を実効的に機能させるため、指針・評価軸・
リスク評価報告書などを通じて、事業者の自主的取組を促して
いる。



リスクの変化とプラットフォームの責任
• 子どものオンラインリスクは、従来の有害コンテンツだけでなく、推薦機
能・通知設計・子どものプロファイリング等が害を増幅する構造的リスク
（Systemic Risks）に変化（OECD, 2021）。

• こうした構造問題は、個々の端末や家庭内ルールだけでは十分に制御するこ
とが困難。

• エンゲージメント至上主義の下で、子どもが離脱しにくくするようなサービ
ス設計（Addictive Design）が問題となる。

• 英国Ofcom(2025)やEU（2025）は、推薦システムやエンゲージメントを高
める機能、サービスの設計・運用が子どものリスクを増幅し得るとして、子
ども向けリスク評価の対象にしている。

• 今日の子ども保護は、子どもや保護者の努力だけに委ねるのではなく、プ
ラットフォーム側にリスク評価と安全設計を求める方向へ移っている。



構造問題を生み出す設計への各国・地域の対処

国・地域 問題視されるwebサービスの設計・機能 そこから生じる構造問題

EU
推薦システム、ストリーク、消える投稿、既
読表示、自動再生、プッシュ通知、エンゲー
ジメント目的の説得的デザイン、ダークパ
ターン、脆弱な初期プライバシ設定

有害情報の増幅、ラビットホール化
（離脱困難化）、過剰利用・依存的
利用、見知らぬ相手との接触、性的
搾取や不要な支出の誘発

英国
Ofcom

推薦システム、無限スクロール、自動再生、
通知、成人が子どもを検索・接触できる機能、
匿名・偽名プロフィール、ライブ配信、DM、
再投稿・転送、タグ検索、エンゲージメント
最適化型の収益設計

子どもが自ら探していない有害情報
への曝露、累積的害、グルーミング
やいじめの促進、長時間滞在の誘導

豪州
eSafety

推薦システム、暗号化サービス、匿名アカウ
ント、生成AI、大人向けサイトに子どもがア
クセスできる設計、弱い初期安全設定、説得
的デザイン

有害・違法行為の把握困難化、子ど
ものアクセス防止の不備、エンゲー
ジメント最大化による極端・衝撃的
内容への誘導、安全より商業性が優
先される設計



各国・地域の法政策比較表
地域 主な法令等 法のねらい・基本思想 主な対象 事業者に求める措置 監督・執行の概要

EU DSA＋28条ガ
イドライン 高水準の未成年者保護を重

視。
子ども向けリスク評価と比
例的安全措置を事業者に求
める。

幅広いオンライン事業
者。特に大型プラット
フォーム・大型検索
サービス。

サービス設計の見直し：子
ども向けリスク評価を踏ま
え、事業規模やリスクの深
刻度に応じた比例的な安全
措置を求める。

加盟国の認定機関
（DSC）が監督。VLOP/ 
VLOSEは欧州委員会が監
督。罰則あり：最大で全世
界売上高の6%。

英国 OSA＋Ofcom
ガイドライン

幅広いオンライン事業
者。特にユーザー間
サービス（U2U）と
検索サービス。

英国情報通信庁（Ofcom）
が監督。罰則あり：最大
1,800万ポンド又は全世界
売上高10%。

豪州 OSA 2021＋
2024年改正法

オンライン上の危害に広く
対応。改正では、16歳未満
のSNSアカウント保有を防
ぐため、事業者への規制を
強化。

改正法は16歳未満が
SNSのアカウントを持
てないようにするため
事業者に合理的措置を
課している。

入口対策：リスク評価と設
計見直しを求めつつ、政策
の重点は16歳未満のSNSア
カウント保有防止にある。

eSafetyが監督。罰則があ
り：年齢制限付きSNSでは
最大4,950万豪ドル。

米国（州
法）

州法ベース
（カリフォル
ニア、ユタ、
テキサス、NY
等）

連邦包括法ではなく、州ご
とに子ども保護を個別立法。

SNSやオンライン事業
者。子どもが利用しう
るサービス・機能。

問題機能の制限：年齢確認、
親同意、年齢適正設計、広
告制限、有害情報対策、中
毒的フィード規制。

各州司法長官等が執行。罰
則あり※TX：一部施行、
NY：成立済・規則整備中、
CA：一部施行・一部差止、
UT：停止中

日本 環境整備法＋
第6次基本計画

有害情報対策とリテラシー
の向上を両立。事業者の自
主的取り組みを支援。

携帯事業者、代理店、
端末・OS関係事業者、
保護者、学校等。

青少年確認、フィルタリン
グ説明・有効化、保護者支
援、啓発、相談支援。

関係省庁が施策を推進。罰
則なし。



まとめ：EUと英国の事業者に対する考え方

EU
DSA

英国
OSA

事業の規模（比例原則）
に応じて、事業者に対して、
自主的なリスク評価と設計
見直しを求めつつ、監督・
執行で担保している



5Cリスク類型からみた環境整備法の未対応リスク

5C 条文 フィルタ
リング等

リテラ
シー

自主的
取組

基本計画
や政策 総評

コンテン
ツ・リス
ク

○ ○ 〇-△ △ ○
条文で対応。第6次基本計画でもフィルタリング義
務の徹底、特定サーバー管理者への閲覧防止措置の
啓発、削除依頼対応などが置かれている。

コンダク
ト・リス
ク

× × 〇-△ △ △
いじめ、セクスティング、闇バイトなどは工程表で
論点化され、啓発教材や相談支援で補っているが、
フィルタリング等で直接抑える構造ではない。

コンタク
ト・リス
ク

× × 〇-△ △ △ 第6次基本計画において性被害防止、警告活動、相
談対応を実施。しかし接触導線の設計規制は未対応。

消費者関
連リスク × △ 〇-△ △ △

課金制限や時間管理機能の利用普及活動には取り組
まれているが、ターゲティング広告、商業的プロ
ファイリング、ダークパターンには未対応。

横断的リ
スク × × △ △ △

生成AI、偽・誤情報、長時間利用、アルゴリズムに
ついては工程表で論点化。しかし、法文に直接の設
計規制はなく、現状はリテラシー向上で対応。



今後の未成年者保護に向けた論点
• EU・英国では、未成年者保護の重心が、事業者に対するリスク評価と比例的安
全措置へ移っている。対象は違法・有害情報にとどまらず、エンゲージメントを
高める設計全体に及んでいる。

• 日本の環境整備法は、活用能力の習得、有害情報閲覧機会の最小化、民間の自主
的・主体的取組を基本理念とし、フィルタリング普及とリテラシー向上を中心に
組み立てられてきた。 

• 第6次基本計画等で新興の構造的リスクは論点化されているが、環境整備法の法
文はそれに十分対応した構造にはなっていない。

• 現行法は民間の自主的・主体的取組を尊重する構造だが、それだけで十分とは言
えない。

• プラットフォームやwebサービス自体がリスクの発生・増幅の場となっている以
上、利用者側の防御だけでは限界があり、ディバイスだけで対処できないことか
ら、webサービス事業者を含めた役割のリバランスが必要ではないか。

• 自主的取組を促しつつ、それが不十分な場合に指針・報告・監督・制裁を講じる
ことができる共同規制体制を検討する必要があるのではないか。



デジタル・サービス・コミッショナー（DSC）
アイルランドの事例をもとに



デジタルサービスコミッショナー（DSC）

Digital Service Commissioner (DSC)

法律に基づいて設置された独
立規制機関

省庁の内部組織でもなく、
民間の第三者機関でもない。

日本に例えると

組織形態
個人情報保護委員会（PPC）に近い独
独立 regulator 型

所掌分野
総務省が扱う放送・デジタル規制に
近い

アイルランドのCoimisiún na Meán

多くのビッグテックのEU主拠点が
アイルランドに置かれている

Google Search

YouTube

Google Play

App Store

Bing

Facebook

Instagram

TikTok

LinkedIn

X

WhatsApp

Pinterest

※ EU公式のVLOP/VLOSE一覧（2026年4月更新）で、Apple / Google / 
Meta / Microsoft / Pinterest / TikTok / X / WhatsApp などに Ireland が付さ
れている。

出所: Irish Statute Book, Online Safety and Media Regulation Act 2022 s.8; cnam.ie “About” / “Governance”; European Commission VLOP/VLOSE list



EU・DSCとEuropean Board for Digital Services（Board）との関係

利用者

苦情の入口は
自国DSC

各国DSC

国内の司令塔
監督・是正

Board
（各国DSCの協議体・助言機関） 

一貫運用の
調整ハブ

欧州委員会

EU全体の統一運用
+ VLOP/VLOSEの中核執行

政策的役割

欧州委員会：ガイドライン、制度の一貫運用、執行
ネットワーク形成

Board：DSC間の知見共有、助言、運用の整合化

DSC：国内実装、国内当局の調整、利用者への窓口

法執行上の役割

通常サービス：設立国DSCが中心に調査・命令・制
裁

VLOP/VLOSEの強化義務：欧州委員会が排他的に監
督

VLOP/VLOSEのその他義務：委員会と各国当局が共
有管轄

出所: European Commission “Digital Services Coordinators”; EUR-Lex Regulation (EU) 2022/2065（arts. 49–56, 61–66）



EUにおけるDSAの執行主体と役割分担

対象 主たる執行主体 DSCの役割 欧州委員会の役割

国内業務 設立国DSC
調査・命令・制裁の中心。

苦情受付、認証、国内調整も担
う。

原則として前面には出ない。

VLOP/VLOSE の
システミックリスク対応
義務
（典型：Arts. 34–35）

欧州委員会
（排他的）

協力・情報提供・国内接続。

最終的な違反認定や制裁の中心
ではない。

排他的に監督・執行。
必要に応じ自ら調査・制裁。

VLOP/VLOSE の
その他の義務

共有管轄
Commission が同じ疑いで正式手
続を開始していない限り、
設立国DSCが監督・執行できる。

同じ疑いで formal proceedings を始
めると、
その範囲で国家側は退く。

欧州委員会が Article 66 に基づき VLOP/VLOSE について formal proceedings を開始すると、同じ疑いに関
する Article 56(4) の国家側権限は外れる。

出所: European Commission “Digital Services Coordinators”; EUR-Lex Regulation (EU) 2022/2065（arts. 56, 66）



Article 66 に基づいた VLOPであるXに対する制裁

2023/4 X が VLOP 指定

2023/12 Commission が formal 
proceedings 開始

2024/7 preliminary findings

2025/12 €120m fine

法的な理由は、X が VLOP であり、
しかも Commission が自ら Article 66 手続
を開いたため。

その結果、同じ疑いについて国家側は前
面から退く。

出所： European Commission(2025). Commission fines X €120 million under the Digital Services Act

理由① XはVLOP 理由② Art. 66手続 結果国家からEUへ中央化



Coimisiún na Meánによる監督・是正・協議

2024年は、苦情処理・情報要求・レビュー・改善誘導が中心。
2025年後半には X / TikTok / LinkedIn への formal investigations も開始。

322
2024年に受理した
DSA苦情

18
企業に対する公式情報
提供要求(RFI)
（2024年）

約400
基本義務の遵守を求めて
接触したサービス

2
Article 66.3 に基づき
Commission を支援

2025年の formal investigations： X（11月）／
TikTok・LinkedIn（12月）

C oim isiún na M eán (2024). A nnual A ctivity Rep ort, Pursuant to  art. 55 o f the D ig ital S ervices A ct 



まとめ
• 諸外国では、未成年者保護の重心が、利用者教育から事業者のリスク評価と安全
設計へ移っている。

• 規制対象は、違法・有害情報だけでなく、推薦設計や通知設計などリスクを増幅
するサービス設計体に広がっている。

• EUでは、各国DSCが国内における監督・是正を担い、欧州委員会が大規模事業
者に対する直接執行を担うことで、制度の実効性を担保している。

• 日本では、環境整備法の下でフィルタリングとリテラシー向上が進められてきた
が、構造的リスク(Systemic Risks)への制度対応はなお限定的である。

• 今後は、webサービス事業者を含めた役割の再設計と、その役割を実質的に機能
させるための共同規制の仕組みを検討する必要がある。



ご清聴ありがとうございました。
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